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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 120,275 2.5 9,148 4.6 7,398 30.1
14年 9月中間期 117,355 △ 2.7 8,745 5.7 5,688 62.2
15年 3月期 243,824 － 18,017 － 12,608 －

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 4,386 54.6 9.09 －
14年 9月中間期 2,836 － 6.18 －
15年 3月期 4,773 － 9.99 －
(注)①持分法投資損益    15年 9月中間期          423 百万円   14年 9月中間期        △134 百万円   15年 3月期        △261 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期   482,517,013 株　　　14年 9月中間期   459,199,571 株　　　15年 3月期   470,958,927 株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 310,950 108,604 34.9 225.09
14年 9月中間期 315,064 93,595 29.7 203.90
15年 3月期 313,560 102,105 32.6 211.45
(注)期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期   482,488,923 株　　　14年 9月中間期   459,026,392 株　　　15年 3月期   482,545,104 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 12,708 △ 4,529 △ 9,183 3,958
14年 9月中間期 10,438 △ 6,659 △ 4,555 5,948
15年 3月期 29,499 △ 19,841 △ 11,495 4,882

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  29　社   持分法適用非連結子会社数　2　社   持分法適用関連会社数　16　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   3 社    （除外）   1 社       持分法（新規）   0 社    （除外）    0 社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 247,000 16,500 9,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   18 円 65 銭 

※上記の数値は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、

実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる場合があります。



＜添付資料＞

企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（電気化学工業株式会社）及び子会社５０社、関連

会社５４社より構成されており、樹脂・化成品、有機・無機化学品、機能・加工製品、セメント・建材の

製造、販売を主たる業務としているほか、これらに附帯するサービス業務等を営んでおります。

各事業における当社及び関係会社の位置付け等は、次の通りであります。

なお、次の事業区分は、「セグメント情報　１．事業の種類別セグメント情報」の区分と同一でありま

す。

事業区分 売 上 区 分 主　要　な　会　社

樹脂・化成品

スチレン・ＡＢＳ

化成品

機能性樹脂

当社、千葉スチレンモノマー㈲、ﾃﾞﾝｶｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙP.L.、

東洋スチレン㈱、

その他４社　　　　　　　　　　　　　　　　（計  ８社）

有機・無機

化学品

肥料・無機製品

有機化学品

当社、ﾃﾞﾝｶｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙP.L.、日之出化学工業㈱、西日本高圧瓦斯㈱、

デンカアヅミン㈱、

その他１０社　　　　　　　　　　　　　　　（計１５社）

機能・

加工製品

樹脂加工製品

電子機能材

医薬品

当社、デンカポリマー㈱、中川テクノ㈱、

ﾃﾞﾝｶｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸP.L.、デンカ生研㈱ 、

その他１１社　　　　　　　　　　　　　　　（計１６社）

ｾﾒﾝﾄ・建材
セメント・

特殊混和材

当社、デンカ生コン高山㈱、

その他４８社　　　　　　　　　　　　　　　（計５０社）

その他
サービス・

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ他

山富商事㈱、デンカエンジニアリング㈱、

その他１８社                                 （計２０社）

（注）各事業区分毎の会社数は、複数の事業を営んでいる会社の場合にはそれぞれに含めて記載しており

ます。
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以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。

　　　

※デンカ生研㈱は、株式をジャスダックに上場しております。

製造会社

（連結子会社）

日之出化学工業㈱

（その他）

デンカアヅミン㈱

（連結子会社）

千葉スチレンモノマー㈲

製造会社

（連結子会社）

デンカポリマー㈱

中川テクノ㈱

㈱トーヨーアドテック

デナールシラン㈱

㈲デンカコスメティクス

（持分法適用関連会社）

十全化学㈱

（その他）５社

製造販売会社

（持分法適用関連会社）

東洋スチレン㈱

湘南積水工業㈱

デナック㈱

スズカケミー㈱

（その他）１社

製造販売会社

（連結子会社）

浅見産業㈱

金沢デンカ生コン㈱

デンカ生コン高山㈱

㈱デンカリノテック

（持分法適用非連結子会社）

蒲原生コン㈱

藤中産業㈱

（持分法適用関連会社）

須沢生コン㈱　他５社

（その他）37 社

製造販売会社

得
　
　
　
意
　
　
　
先（連結子会社）

ﾃﾞﾝｶｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸP.L.

製造販売会社

（連結子会社）

ﾃﾞﾝｶｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙP.L.

製造販売会社

販売会社

（連結子会社）

山富商事㈱

日動産業㈱

（持分法適用関連会社）

菱三商事㈱

（その他）２社

（連結子会社）

デンカ生研㈱  ※

製造販売会社

ｻｰﾋﾞｽ・その他

（連結子会社）

㈲房総産業

㈲群馬産業

㈲青海メインテナンス

㈲黒姫総業

㈲姫川産業

デンカエンジニアリング㈱

㈲青海電化商事

㈱ディー・アール・エム

㈲糸魚川タクシー

（持分法適用関連会社）

黒部川電力㈱

（その他）５社

製 品

サービス等

技術供与等

（連結子会社）

デンカ化工㈱

デンカ高純度ガス㈱

製造会社

（連結子会社）

西日本高圧瓦斯㈱

シー･アール･ケイ㈱

（持分法適用関連会社）

帝酸アセチレン㈱

関東アセチレン工業㈱

東日本高圧㈱

（その他）６社

製造販売会社

機
能
・
加
工
製
品

セ
メ
ン
ト
・
建
材

樹
脂
・
化
成
品

有
機
・
無
機
化
学
品

電
気
化
学
工
業
株
式
会
社
（
製
造
販
売
会
社
）

そ
の
他
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経 営 方 針

１． 経営の基本方針

当社グループでは、青海工場の石灰石原石山や水力を中心とした低コスト自家発電設備

などの保有資源と有機、無機、セメントにわたる幅広い技術蓄積とを最大限に活用した

“特色と存在感のある化学メーカー”をあるべき姿と考え、より優良なる専門化学会社

を目指して、収益の長期安定化と持続的成長に取り組んでおります。

  また、環境の保全と安全の確保は経営の重要課題と認識し、レスポンシブル・ケア活

動を積極的に推進し、化学物質の排出削減などの環境負荷の低減、廃棄物の削減および

有効利用等に努めております。

２． 目標とする経営指標

上述の“あるべき姿”の具体的なかたちを測るモノサシとして、次の３つの指標を活用

することとし、当面の目標数値（連結ベース）を下記のとおり定めております。

売上高営業利益率 ： １０％以上

総資本経常利益率（ＲＯＡ） ： 年５％以上

有利子負債額 ： １，２００億円以下

３． 利益配分に関する基本方針

企業価値の長期的な増大が、株主の皆様の利益の拡大につながるものと考えております。

その上で、株主への配当を経営の最重要事項の一つとして認識し、将来の事業発展に備

えるために必要な内部留保の充実と、業績に裏付けされた株主への成果の配分とを、収

益状況を勘案しながら決定することを基本方針としております。なお、配当性向や株主

資本配当率等の具体的な目標は定めておりません。

４． コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社および当社グループは、顧客や株主、地域社会、従業員など多くの関係者各位の

ご期待・ご信頼に応えるべく、収益力や業容の拡大による事業基盤の強化を図る一方、

社会の信頼と共感を得られる企業であり続けようとする姿勢を徹底することで企業価値

の向上に努力しております。企業統治はそのための土台と考え、取締役会の活性化、監

査体制の強化、経営機構の効率化、コンプライアンス体制の整備強化を図っております。

 

５． コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

 当社は企業統治機構として監査役制度を採用しております。「委員会等設置会社」に

ついては当社の経営実態から大きくかけ離れており、現時点では採用を考えておりませ

ん。

 具体的には以下により運営しております。

 ① 取締役会

 重要な業務執行に関する意思決定機関であり、業務執行取締役に対する監督機関で

もあります。昨年６月に、取締役の人数を２０名から１６名へと減員し、議論の活

性化を図っております。業務執行については、専務以下の各取締役が担当制または

部門長の委嘱により業務を分担し責任を持って遂行しております。

 また、原則として監査役４名全員が取締役会に出席し、業務執行取締役から報告、事業の

説明を聞き、必要に応じて意見を述べるなど、取締役の業務執行状況の監視を行なってお

ります。
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 ② 監査役・監査役会

 現在、４名の監査役（うち社外３名）による監査体制を敷いております。監査役会

は毎月１回開催され、各監査役から監査業務の結果につき報告を受け、協議してお

ります。また、業務執行の状況を聴取すべく、常勤監査役会を随時開催しておりま

す。

 監査役の職務補佐機関として監査室が設置されており、専従のスタッフ２名を配置

しております。

 ③ 社外取締役

 広範囲な製品群を持つ当社の経営実態から見て、社外取締役に求められる機能・役

割が充分に発揮されるとは必ずしも想定されず、現時点では選任されておりません。

 ④ 社外監査役

 現在、監査役４名中３名は社外監査役であり、経営に対する監督機能の充実に努め

ております。

 ⑤ 経営委員会

 昨年７月、従来の常務会に代え、新たに経営委員会を設置いたしました。少数の取

締役（現在５名）を常任委員として構成され、毎月１回開催し経営の重要事項につ

いて討議の効率化と迅速化を図っております。

 ⑥ その他委員会

 倫理委員会、設備投資委員会、ＲＣ委員会、ＰＬ委員会、安全保障管理委員会、危

機管理委員会等の全社横断的委員会が機能別に設置され、それぞれ該当社内規定に

基づき、毎月もしくは毎年開催され活発な活動を行なっております。また、昨年１

２月にはグループ企業の倫理規定を制定し、グループ内での周知･徹底に努めました。

 ⑦ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況

 法律上、会計上の問題に関し必要に応じ顧問弁護士や会計監査人等に個別テーマ毎

に相談しあるいは委嘱業務を処理していただいておりますが、経営上の関与はされ

ておりません。

 

 ≪内部統制の仕組み（模式図）≫

 

選任・解任 選任・解任

監査　

選任・解任 補佐

・監査役スタッフ部門

会計監査

代表取締役 監査室

業務執行取締役
各業務部門

監査法人

株　主　総　会

（取締役会）
取締役 監査役

(監査役会)
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６． 対処すべき経営課題と経営施策

当社は平成１４年４月よりグループ一体となった業務改革運動として「革新２２運動」

を推進しております。「グループ連結経営の強化と事業ポートフォリオの見直し」、「効

率経営のための業務改革」を柱として、経済環境の如何にかかわらず安定した収益確保

と更なる成長を可能とするような企業体質の強化を目指しています。さらには、重点事

業への経営資源の集中や基盤事業の収益性を維持・向上させるため、事業体制の大胆な

見直しなどの施策を臨機応変に検討・実施しております。

グループ連結経営の強化のための具体的施策としては、事業の選択と集中の観点から証

券子会社や動物用医薬子会社を売却する一方で、次のような経営基盤の強化策を実施い

たしました。

重点事業の一つである樹脂加工事業について、グループ全体での戦略共有化、効率化を

通じて収益力強化を図るために、昨年１０月１日付けで樹脂加工事業の中核企業であっ

た東洋化学株式会社を株式交換により完全子会社化しましたが、更なる連携強化を目的

として本年４月１日をもって同社を吸収合併いたしました。

本年７月には、カーバイド系の基盤事業として安定的な収益を生む肥料事業の強化のた

め、日本重化学工業株式会社より同社の肥料事業の一部（腐植酸苦土肥料“アヅミン”

他）を譲り受け、営業を開始いたしました。

企業体質の強化策として不要資産の売却・換金化等により有利子負債の削減を推し進め

る一方で、重点事業については次のような積極的な経営資源の投入策を実施いたしまし

た。

樹脂加工事業の電子包材分野で半導体固定用粘着テープ“エレグリップテープ”製造設

備の能力増強工事を実施し、食品包材分野では成長の著しいＯＰＳ（二軸延伸ポリスチ

レンシート）について、当社の原反製造設備と子会社デンカポリマーで行っている加工

品製造設備を同時に増強いたしました。また、機能性樹脂事業では特殊樹脂“クリアレ

ン”や耐熱樹脂の能力増強を行い、医薬事業では関節機能改善剤（高分子量ヒアルロン

酸製剤）“スベニール”の増産工事を実施いたしました。

重点事業については今後とも需要動向等を的確に捉え、積極的な資源投入を行い更なる

成長を図ってまいります。

また、急激な外部環境の変化に対応しスピーディーかつタイムリーな意思決定・業務執

行を可能とするため、社内各機関・組織の見直し、事業部や関係会社ごとの事業収支責

任を明確化する内部制度の設定など、マネジメントのあり方についてゼロベースでの見

直しを行いました。（詳細につきましては、「４．コーポレート・ガバナンスに関する

基本的な考え方」ならびに「５．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況」

をご参照ください。）

今後とも従来の常識や慣習に縛られず新たな視点をもって、あらゆる段階でのマネジメ

ントシステムやビジネスプロセスの改革を行っていくことで経営基盤を一層強化し、当

社およびグループの新たな成長・発展を目指してまいる所存でおります。
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経営成績及び財政状態

１．当上半期の概況

当上半期におけるわが国経済は、雇用水準等で依然厳しい状況が続いておりますが、輸

出の増加や株価の上昇、あるいは企業収益の改善に伴い設備投資が増加するなど、一部

に景気回復の兆しが現れました。期末の急速な円高の進行や長期金利の上昇等もあり依

然不透明感が拭えませんが、経済環境は総じて緩やかな回復基調で推移いたしました。

化学工業界におきましては、重症急性呼吸器症候群（SARS）の蔓延に伴う東アジア地域

の一時的な経済活動低迷の影響もあり期初は需要が総じて停滞しておりましたが、期央

より回復傾向を示しました。一方、原油・ナフサ価格はイラク戦争によるプレミアムが

なくなり期初に下落したものの、その後は緩やかな上昇を継続しております。

このような経済環境のもとで、当社は業容の拡大と収益の確保に全社をあげて注力いた

しました結果、当上半期の売上高は、1,202億 75百万円と前年同期に比べ 29億 19百万

円（2.5％）増収となりました。

収益面におきましては、販売数量の拡大や固定費等のコスト削減に努めました結果、営

業利益は 91億 48百万円（前年同期比 4億 2百万円、4.6％増益）を計上し、売上高営業

利益率は 7.6％となりました。営業外損益では、持分法投資利益を計上いたしました他、

有利子負債の圧縮などにより金利負担が引き続き低下したことなどもあり、経常利益は

73億 98百万円（前年同期比 17億 9百万円、30.1％増益）となりました。株式の持合い

解消を進めるとともに株式市況の上昇もあって投資有価証券売却益を計上いたしました

が、財務体質の強化のために実施している社宅等保有不動産の売却・換金化に伴い固定

資産売却損を計上いたしました結果、43億 86百万円（前年同期比 15億 49百万円、54.6％

増益）の中間純利益となりました。

中間配当につきましては、昨年同様一株につき３円とさせていただくことにいたしまし

た。

以下、事業セグメント別の営業概況をご説明申し上げます。なお、従来「機能製品事業」

及び「医薬事業」として区分しておりました各事業につきまして、グループ経営強化の

観点から、各事業の業績実態と戦略をより明確にするために事業区分の見直しを行い、

「有機・無機化学品事業」及び「機能・加工製品事業」の区分に変更いたしました。ま

た、従来「石油化学事業」と称していた事業については、事業内容をより適切に表すた

め、「樹脂・化成品事業」に名称を変更いたしました。

＜樹脂・化成品事業＞ （売上高　382 億 88 百万円）

スチレンモノマーは、輸出販売数量が大幅に増加したことにより増収となりました。子会

社デンカシンガポール P.L.（シンガポール）でのポリスチレン樹脂の販売数量は増加し販売

価格も上昇いたしました。ＡＳ樹脂・汎用ＡＢＳ樹脂は輸出販売数量が増加しました。

機能性樹脂では、耐熱ＡＢＳが自動車関連用途や携帯電話向けを中心に、また、透明ポリ

マーは光学レンズ関連用途やゲーム機向けを中心にそれぞれ国内外で販売数量が増加し

ました。特殊樹脂“クリアレン”は冷夏の影響により国内販売数量が減少し減収となりまし

たが、機能性樹脂全体では大幅な増収となりました。
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酢酸・酢酸ビニルは国内販売を中心に数量が増加いたしました。ポバールは国内販売数

量の増加により増収となりました。構造用接着剤“ハードロック”は車載用スピーカー向け

を中心に販売数量が大幅に増加し、また、光学レンズ向けなどに紫外線硬化型接着剤“ハ

ードロックＯＰ／ＵＶ”も堅調に推移しました。

この結果、当事業の売上高は 382億 88百万円と前年同期に比べ 48億 10百万円（14.4%）

の増収となりました。

＜有機・無機化学品事業＞ （売上高 174 億 8 百万円）

肥料は、石灰窒素は減収となりましたが、高珪酸質肥料“とれ太郎”が順調に販売数量を

伸ばしました。また、本年７月に日本重化学工業株式会社より腐植酸苦土肥料“アヅミン”

他を譲り受け、販売を開始したことにより肥料全体では大幅な増収となりました。カーバ

イドは数量増により増収となりましたが、窒化珪素鉄 “ファイアレン”は国内外とも販売価

格が下落し減収となりました。アルミナセメントは輸入品との競争激化から販売数量が減少

し販売価格も低下いたしましたことから減収となりました。

クロロプレンゴムは、自動車関連用途や接着剤用途を中心に国内外ともに販売数量が増

加しましたが、円高により輸出の手取が減少し若干の減収となりました。また、耐熱・

耐油性に優れた特殊合成ゴム“ＥＲゴム”は自動車用ホース向けなどに販売が順調に推移い

たしました。アセチレンブラックは国内外ともに堅調に推移しました。

この結果、当事業の売上高は 174 億 8 百万円と前年同期に比べ 3 億 35 百万円(1.9%)

の減収となりました。

＜機能・加工製品事業＞ （売上高 371 億 4 百万円）

電子･機能材料は、ＩＴ関連の需要が４月以降回復に向かい関連材料の出荷が増加しま

した。半導体封止材向け球状溶融シリカフィラーの販売数量が国内および子会社デンカアド

バンテック P.L.（シンガポール）ともに増加いたしました。電子回路基板および放熱シート

などの熱対策製品群はＩＴ関連製品向けなどの新規開発テーマが着実に進展したことに

より販売数量が増加いたしました。デナールシラン株式会社でのモノシラン・ガスは堅調に推

移いたしました。

樹脂加工製品は、半導体等電子部品搬送材料向け導電性シートや半導体固定用粘着テー

プ“エレグリップテープ”等の電子包材は順調に販売数量を伸ばし増収となりましたが、光フ

ァイバー用スロットは販売数量が減少し、販売価格も下落いたしましたことから減収となり

ました。また、食品包材では、ＯＰＳ（二軸延伸ポリスチレンシート）は需要の堅調な増加を

背景に当社の原反製造設備とデンカポリマー株式会社の加工品製造設備を同時に増強した

ことにより販売数量が大幅に増加いたしました。デンカポリマー株式会社の OPS加工品以

外の製品はトレー容器や弁当容器の需要低迷に加え冷夏の影響もあり総じて低調に推移

しました。雨どい等の建材向けの加工製品は販売数量が減少いたしました。

医薬他は、関節機能改善剤（高分子量ヒアルロン酸製剤）“スベニール”が、第二期増産工

事の実施に伴い製造を休止していたために大幅に減収となりました。デンカ生研株式会社

も、インフルエンザワクチンは、９月に前年同月を上回る量を出荷いたしましたが、インフ

ルエンザウイルス検出試薬の出荷が下期へずれ込んだことに加え、ワクチンの輸出をとり

やめたことにより減収となりました。

この結果、当事業の売上高は 371億 4百万円と前年同期に比べ 18億 52百万円(4.8%)

の減収となりました。
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＜セメント・建材事業＞ （売上高 150 億 17 百万円）

セメントおよび生コンクリート製造販売の子会社各社は、引き続き公共投資の工事量が減少

し国内の販売は低調に推移しましたが、輸出販売で補い増収となりました。

特殊混和材では、補修用吹付材“デンカスプリード”やアクリル系接着剤“ハードロックⅡ”は

補修工事向けなどに大幅な増収となりました。また、グラウト用無収縮材“プレタスコン”は

耐震補強工事向けを中心に堅調に推移しましたが、公共投資全般の工事量減少に加え、

第二東名高速道路等の大型プロジェクト向けの需要も減少したことから、吹付コンクリート

用急結材“ナトミック”の販売数量が減少いたしました。

この結果、当事業の売上高は 150 億 17 百万円と前年同期に比べ 78 百万円(0.5%)の減

収となりました。

＜その他事業＞ （売上高 124 億 56 百万円）

その他の事業では、子会社デンカエンジニアリング株式会社は受注工事が低調でしたが、

商社は堅調に販売が増加いたしました。

この結果、当事業の売上高は 124億 56百万円と前年同期に比べ 3億 74百万円(3.1%)

の増収となりました。

２．キャッシュ・フローの状況

当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、業績の回復や利払いの減少などに加えて、

引き続き売掛債権の圧縮にも努めましたことなどから 127 億 8 百万円と前年同期に比べ

22億 70百万円の増加となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、新たな成長を目指すため、スベニール第二期増産工

事や耐熱樹脂増産工事、半導体固定用粘着テープ“エレグリップテープ” の増産工事な

ど、重点成長事業への積極的な設備投資を実施いたしましたことから 45 億 29 百万円の

支出となり、営業キャッシュ・フローと合わせたフリー・キャッシュ・フローは 81億 79百万

円と、前年同期に比べ 44億円の増加となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローでは、配当金 15億 31百万円を流出し、引き続き財務体

質強化のために 76億 33百万円を有利子負債の返済に充てました。

その結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は 19億 90百万円減少し 39億 58百万

円となりました。
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なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。

13 年 3 月期 14 年 3 月期 14 年 9 月期 15 年 3 月期 15 年 9 月期

自 己 資 本 比 率 ２５．１％ ２８．８％ ２９．７％ ３２．６％ ３４．９％

時 価 ベ ー ス の

自 己 資 本 比 率
４７．７％ ４８．７％ ４１．１％ ４６．９％ ５２．１％

債 務 償 還 年 数 ４．４年 ６．５年 ７．０年 ４．７年 ５．２年

イ ン タ レ ス ト ・

カバレッジ・レシオ
１０．５ ７．５ １０．６ １６．３ １６．３

自己資本比率 ： 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息支払額

（注） １． いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。

２． 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株株式控除後）により

算出しております。

３． キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負

債は貸借対照表に計上されている社債、借入金の合計額を対象としております。

４． 債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するた

め２倍しております。

３．次期の見通し

今後の見通しにつきましては、企業収益の改善や米国経済の回復に伴って景気回復の傾

向が見られるものの、急速な円高や長期金利の上昇、高い失業率や低迷する個人消費な

ど、懸念材料も少なくなく、本格的な景気回復に対する不透明感も拭えません。

次期の業績予想につきましては、上記のような経済環境の下、急速な景気拡大は望めな

いものの緩やかな回復基調で推移するとの前提に立ちながら、引き続き収益確保のため

のコストダウンの進展を進める一方、新たな成長のために当上半期に実施いたしました

医薬や機能性樹脂、樹脂加工製品での設備投資の寄与などを織り込んでおります。

〔通期業績予想〕

q  売上高  2,470 億円   （前年度比    1.3%増）

q  営業利益  210 億円   （前年度比 　16.6%増）

q  経常利益  165 億円   （前年度比 　30.9%増）

q  当期純利益  90 億円   （前年度比   88.6%増）

q 配当金 年 6 円／株 （据置）

〔通期業績予想の前提条件〕

q  国産ナフサ価格  上半期実績  25,350 円／kl  下半期予想  24,000 円／kl

q 為替レート 上半期実績 118 円／US$ 下半期予想 110 円／US$

-10-



連結貸借対照表

当中間期 前   期 前中間期

    科               目 (平成15年9月30日現在) (平成15年3月31日現在) 増　　　減 (14年9月30日現在)
金額 構成比 金額 構成比 金額

【資   産   の   部】 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円

流　　 動　   資  　 産
現 金 及 び 預 金 4,021   4,930   △ 909 6,011
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 50,184  52,938  △ 2,753 56,614
有 価 証 券 371     371      －  371
棚 卸 資 産 31,684  29,741  1,943 29,411
繰 延 税 金 資 産 1,191   3,705   △ 2,514 1,349
そ の 他 5,485   6,879   △ 1,393 5,585
貸 倒 引 当 金 △ 384     △ 419     34 △ 495

流 動 資 産 計 92,554  29.8 98,146  31.3 △ 5,592 98,848
固　　 定　   資  　 産
有 形 固 定 資 産 177,781 178,314 △ 533 171,284
無 形 固 定 資 産 251     474     △ 223 543
投 資 有 価 証 券 33,055  27,902  5,153 29,808
そ の 他 7,143   7,624   △ 480 9,352
繰 延 税 金 資 産 722     1,592   △ 869 5,414
貸 倒 引 当 金 △ 557     △ 572     15 △ 472

固 定 資 産 計 218,396 70.2 215,335 68.7 3,061 215,931
繰　　 延　   資  　 産 -       -  78      0.0  △ 78 283
資      産       合       計 310,950 100.0 313,560 100.0 △ 2,609 315,064
【負   債   の   部】
流　　 動　   負  　 債
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 32,207  34,635  △ 2,428 31,435
短 期 借 入 金 63,251  66,379  △ 3,127 68,055
コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 4,000   6,000   △ 2,000 8,000
一 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 2,990   5,000   △ 2,010 10,000
そ の 他 21,438  23,732  △ 2,293 23,686
流 動 負 債 計 123,887 39.9 135,746 43.3 △ 11,859 141,178
固     定     負     債
社 債 35,000  37,990  △ 2,990 37,990
長 期 借 入 金 27,029  24,637  2,391 21,392
繰 延 税 金 負 債 1,791   969     821 892
土地再評価に係る繰延税金負債 3,428   2,925   503 2,064
退 職 給 付 引 当 金 5,728   3,785   1,942 4,863
役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 514     483     30 516
そ の 他 222     251     △ 29 238
固 定 負 債 計 73,713  23.7 71,043  22.6 2,669 67,957

負      債       合       計 197,600 63.6 206,790 65.9 △ 9,189 209,136

【少 数 株 主 持 分】
少   数    株   主   持   分 4,745   1.5  4,665   1.5  80 12,333
【資   本   の   部】
資        本        金 35,302  35,302   －  35,302
資   本   剰   余   金 39,856  39,856   －  32,069
利   益   剰   余   金 25,240  22,538  2,701 23,345
土 地 再 評 価 差 額 金 5,142   4,417   724 2,969
その他有価証券評価差額金 4,283   1,013   3,269 840
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 1,062   △ 883     △ 179 △ 839
自    己     株     式 △ 158     △ 140     △ 17 △ 93
資      本       合       計 108,604 34.9 102,105 32.6 6,499 93,595
負債､少数株主持分及び資本合計 310,950 100.0 313,560 100.0 △ 2,609 315,064
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連結損益計算書

当 中 間 期 前 中 間 期 前    期
    科               目 自　平成15. 4. 1 自　平成14. 4. 1 増　　　　減 自　平成14. 4. 1

至　平成15. 9.30 至　平成14. 9.30 至　平成15. 3.31
金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

売            上            高 120,275 100.0 117,355 100.0 2,919 243,824 100.0

売       上       原        価 87,260  72.6 84,238  71.8 3,021 177,199 72.7

売 上 総 利 益 33,015  27.4 33,116  28.2 △ 101  66,625  27.3

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,867  19.8 24,371  20.8 △ 504  48,607  19.9

営 業 利 益 9,148   7.6 8,745   7.5 402  18,017  7.4

営     業     外     収     益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 321     337     △ 15   490     

持 分 法 投 資 利 益 423     -       423  -       

そ の 他 242     344     △ 101  1,076   

営     業     外     費     用

支 払 利 息 748     910     △ 161  1,712   

持 分 法 投 資 損 失 -       134     △ 134  261     

そ の 他 1,989   2,693   △ 704  5,001   

経 常 利 益 7,398   6.2 5,688   4.8 1,709 12,608  5.2

特       別       利        益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 490     81      409  81      

固 定 資 産 売 却 益 -       56      △ 56   865     

特       別       損        失

固 定 資 産 売 却 損 339     -       339  -       

投 資 有 価 証 券 評 価 損 -       -       -    3,345   

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 -       -       -    160     

税金等調整前中間 (当期) 純利益 7,549   6.3 5,826   5.0 1,723 10,049  4.1

法人税､ 住民税 及 び 事業税 538     2,328   △ 1,789 1,968   

法  人  税  等   調  整  額 2,474   273     2,200 2,640   

少   数   株   主   利   益 150     387     △ 236  665     

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 4,386   3.6 2,836   2.4 1,549 4,773   1.9
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連結剰余金計算書
（単位：百万円）

科　　　　目 当 中 間 期 前 中 間 期 前    期

自　平成15. 4. 1 自　平成14. 4. 1 自　平成14. 4. 1

至　平成15. 9.30 至　平成14. 9.30 至　平成15. 3.31

【資 本 剰 余 金 の 部】

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ( 39,856 ) ( 32,069 ) ( 32,069 )

資　本　剰　余　金　増　加　高

株式交換による新株式割当に伴う
剰 余 金 増 加 高 －　 －　 7,786

資本剰余金中間（当期）期末残高 ( 39,856 ) ( 32,069 ) ( 39,856 )

【利 益 剰 余 金 の 部】

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ( 22,538 ) ( 21,666 ) ( 21,666 )

利 益 剰 余 金 増 加 高 ( 4,941 ) ( 2,848 ) ( 4,774 )

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 4,386 2,836 4,773

連 結 子 会 社 の 増 加 に 伴 う
剰 余 金 増 加 高 229 1 1
連 結 子 会 社 の 合 併 に 伴 う
剰 余 金 増 加 高 325 －　 －　

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 －　 10 －　

利 益 剰 余 金 減 少 高 ( 2,239 ) ( 1,169 ) ( 3,903 )

利 益 配 当 金 1,447 1,148 2,526

役 員 賞 与 67 21 25
（ 内 監 査 役 分 賞 与 ） (7) （0） （1）

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 724 －　 1,351

利益剰余金中間（当期）期末残高 ( 25,240 ) ( 23,345 ) ( 22,538 )
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連結キャッシュ・フロー計算書

当 中 間 期 前 中 間 期 前　　期
         科              目 自　平成15. 4. 1 自　平成14. 4. 1 自　平成14. 4. 1

至　平成15. 9.30 至　平成14. 9.30 至　平成15. 3.31
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円
1. 税金等調整前中間（当期）純利益 7,549    5,826    10,049   
2. 減価償却費 7,388    7,343    14,741   
3. 連結調整勘定償却額 15△     65       90       
4. 繰延資産償却額 78       205      410      
5. 賞与引当金増減額 152△    8        60△     
6. 退職給付引当金増加額 1,385    1,431    354      
7. 貸倒引当金減少額 58△     209△    184△    
8. 受取利息及び受取配当金 321△    337△    490△    
9. 支払利息 748      910      1,712    
10. 持分法による投資損益 423△    134      262      
11. 投資有価証券売却益 490△    81△     81△     
12. 投資有価証券評価損 -        -        3,345    
13. ゴルフ会員権評価損 -        -        160      
14. 固定資産除売却損益 629      497      33       
15. 売上債権の減少額 2,947    1,877    5,541    
16. 棚卸資産の増加額 1,822△  484△    824△    
17. 仕入債務の増減額 2,507△  710△    2,499    
18. その他 2,536△  1,797△  2,282△  
          小計 12,398   14,680   35,278   
19. 利息及び配当金の受取額 330      345      500      
20. 利息の支払額 781△    982△    1,807△  
21. 法人税等の支払額及び還付額 760      3,605△  4,472△  
営業活動によるキャッシュ・フロー 12,708   10,438   29,499   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 有価証券の取得による支出 -        -        371△    
2. 有価証券の売却による収入 -        -        372      
3. 有形固定資産の取得による支出 6,545△  8,671△  24,332△ 
4. 有形固定資産の売却による収入 867      74       3,550    
5. 投資有価証券の取得による支出 395△    230△    1,592△  
6. 投資有価証券の売却による収入 1,534    1,287    1,482    
7. 連結の範囲の変更を伴う -        586      487      
子会社株式の売却による収入
8. その他 10       293      561      
投資活動によるキャッシュ・フロー 4,529△  6,659△  19,841△ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短期借入金減少額 4,171△  454△    3,811△  
2. 長期借入れによる収入 5,000    5,003    14,063   
3. 長期借入れの返済による支出 3,462△  2,795△  8,878△  
4. 社債の償還による支出 5,000△  5,010△  10,010△ 
5. 連結財務諸表提出会社による 1,447△  1,148△  2,526△  
配当金の支払額
6. 少数株主への配当金の支払額 84△     117△    204△    
7. その他 17△     32△     127△    
財務活動によるキャッシュ・フロー 9,183△  4,555△  11,495△ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 10△     15△     19△     
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 1,015△  791△    1,857△  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,882    6,815    6,815    
Ⅶ 新規連結子会社及び連結除外会社による 91       75△     75△     
現金及び現金同等物の影響額
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 3,958    5,948    4,882    
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中間連結財務諸表の注記事項

 １．中間連結財務諸表作成のための基本となる事項

　　（１）連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

・連結子会社数 ２９社 ：デンカ生研㈱・デンカポリマー㈱・日之出化学工業㈱・ 

山富商事㈱ 他２５社

・非連結子会社数 ２１社 ：うち持分法適用会社数　２社：藤中産業㈱･蒲原生コン㈱

・関 連 会 社 数 ５４社 ：うち持分法適用会社数１６社：東洋スチレン㈱ 他１５社

　　　　　　（連結の範囲に関する重要性の原則を適用しております。）

　　（２）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

（a）連結の範囲

    ①重要性の増加による増加 ３社  ：中川テクノ㈱、㈱トーヨーアドテック、

　　　　㈲デンカコスメティクス

　　②当社との合併による減少

（b）持分法の範囲

１社　：東洋化学㈱

異動ありません。

　　（３）連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社のうち金沢デンカ生コン㈱他１２社の中間決算日は６月３０日であります。

また西日本高圧瓦斯㈱の中間決算日は５月３１日であり７月３１日に仮決算を実施してお

ります。なお、連結中間決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。

　（４）会計処理基準に関する事項

　 　  ① 重要な資産の評価基準及び評価方法　　　　　　　

○ 棚 卸 資 産 ……………… 主として総平均法による原価法

○ 有 価 証 券

・ 満期保有目的債券 …… 償却原価法（定額法）

・ そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの …… 主として期末日前１ヶ月間の市場価格の平均に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定）

時価のないもの ……  主として移動平均法による原価法

　　   ② 重要な減価償却資産の減価償却方法

　・ 有 形 固 定 資 産 …… 主として定額法

             

　　　 ③ 重要な引当金の計上基準

・ 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、一般債権については、貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しております。

 

・ 賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、主として支給見込額に基づき計上し

ております。

 

・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えて、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異(12,305 百万円)については、主として１０年による

按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（主として 10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。
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　 　  ④ 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  　   ⑤ 消費税等の会計処理方法

　 　  　 　主として税抜き方式によっております。

　　（５）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　 　　 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

　（６）連結調整勘定の償却に関する事項

　　　　連結調整勘定の償却については、５年間で均等償却しております。

　　（７）利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　 　　 確定基準によっております。

　　（８）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資等からなっております。

    （９）会計処理の方法の変更

従来、社債発行費については、商法の規定に基づき、３年間で均等償却しておりましたが、

繰延資産管理事務の合理化及び財務体質の健全化のため、当中間連結会計期間より発生時に全

額費用処理することに変更いたしました。

この変更に伴い、前期末残高７８百万円を営業外費用として全額費用処理した結果、従来と

同一の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業外費用は５４百万円増加し、経常

利益及び税引前中間純利益は同額減少しております。

２．連結貸借対照表の注記事項

（単位：百万円）

項　　　　　　　目
当 中 間 期

（平成15年9月期）

前   期

（平成15年3月期）

前 中 間 期

（平成14年9月期）

①減価償却累計額 ２７１，２１０ ２６６,１８７ ２６４,０７４

②受取手形割引高

受取手形裏書譲渡高

９３

３

９３

２

１８８

６７９

③偶発債務

保証債務

         

２,０６０ １,３４５ １,３１６

④自己株式

（自己株式数）

１５８

(５７７,９７６株)

１４０

(５２１,７９５株)

９３

(３９２,９９８株)
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３．キャッシュ・フロー計算書の注記事項

     現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：百万円）

項             目
当 中 間 期

（平成 15 年 9 月期）

前 中 間 期

（平成 14 年 9 月期）

前    期

（平成 15 年 3 月期）

現金及び預金 ４，０２１  ６,０１１ ４,９３０

預入期間が 3 ヶ月を超え

る定期預金
△６２ △６２ △４８

 現金及び現金同等物 ３，９５８ ５，９４８ ４,８８２

                                             

４．リース取引関係

　(1)リース物件の所有権が借主に移転するものと認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（単位：百万円）

項             目
当 中 間 期

(平成 15 年 9 月期）

前 中 間 期

(平成 14 年 9 月期)

前    期

(平成 15 年 3 月期）

①リース物件の取得価額相当額 １０,９６３    ７,８８２    １１,５０９

②     〃     減価償却累計額相当額 ５,３６４  ５,１０６  ５,５０６

③     〃     期末残高相当額 ５,５９９ ２,７７５ ６,００３

④未経過リース料残高相当額（1年内） １,５６７ １,０８３ １,６３１

             〃           （1 年超） ４,０３２ １,６９２ ４,３７２

合    計 ５,５９９ ２,７７５ ６,００３

⑤支払リース料 ８７７ ６２０ １,３５２

⑥減価償却費相当額 ８７７ ６２０ １,３５２

（注）１．取得価額相当額および未経過リース料残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

          資産の期末残高に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。

２． 減価償却費相当額の算出法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

    よっております。

　(2)オペレーティング・リース取引　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項             目
当 中 間 期

(平成 15 年 9 月期）

前 中 間 期

(平成 14 年 9 月期)

前    期

(平成 15 年 3 月期）

　　未経過リース料（1年内） ２５７ ６１７ ５６５

    　　　〃      （1 年超） － ２５７ －

合    計 ２５７ ８７４ ５６５

５．有価証券
　
 当中間期（平成 15 年 9 月 30 日現在）

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの
   該当ありません。
 
(2) その他有価証券で時価のあるもの
                                                                          （単位：百万円）

取 得 原 価 中間連結貸借対照表 差    額

計 上 額

① 株 式 ９,２４５ １６,３０８ ７,０６２

② 債 券 － － －

合 計 ９,２４５ １６,３０８ ７,０６２
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(3)時価のない有価証券の主な内容

                                                 （単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額

1.満期保有目的の債券
　　割引金融債等
2.その他有価証券
  非上場株式（店頭売買株式を除く）
　  非公募内国債

３７１

５,８２５
１３１

前中間期（平成 14 年 9 月 30 日現在）

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの
   該当ありません。
 
(2) その他有価証券で時価のあるもの
                                                                          （単位：百万円）

取 得 原 価 中間連結貸借対照表 差    額

計 上 額

① 株 式 １３,１４６ １４,６７２ １,５２６

② 債 券 － － －

合 計 １３,１４６ １４,６７２ １,５２６

(3)時価のない有価証券の主な内容
                                                 （単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額

1.満期保有目的の債券
　　割引金融債等
2.その他有価証券
  非上場株式（店頭売買株式を除く）
　  非公募内国債

３７１

５,０６７
１３３

前期（平成 15 年 3 月 31 日現在）

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの
   該当ありません。
 
(2) その他有価証券で時価のあるもの
                                                                       （単位：百万円）

取 得 原 価 連 結 貸 借 対 照 表 差    額

計 上 額

① 株 式 １０,２７９ １２,１４５ １,８６６

② 債 券 － － －

合 計 １０,２７９ １２,１４５ １,８６６

(3)時価のない有価証券の主な内容
                                                 （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

1.満期保有目的の債券
　　割引金融債等
2.その他有価証券
  非上場株式（店頭売買株式を除く）
　  非公募内国債

３７１

５,７８２
１３１
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報
（当中間期：自平成１５年４月１日  至平成１５年９月３０日）
（前中間期：自平成１４年４月１日  至平成１４年９月３０日）

１． 事業の種類別セグメント情報                                         （単位：百万円）
当 中 間 期  

 樹 脂・
 化成品
 事  業

有機・無

機化学品

 事  業

機  能･
加工製品

 事  業

ｾﾒﾝﾄ・

建材事業

その他

 事 業
計
消去又は

全社

連  結

Ⅰ.売上高及び営業損益
(1) 外部顧客に対する

 売上高

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高

38,288

2,632

17,408

1,359

37,104

1,274

15,017

1,223

12,456

2,049

120,275

8,539 (8,539)

120,275

計 40,921 18,768 38,378 16,241 14,505 128,815 (8,539) 120,275

営 業 費 用 39,604 16,271 34,286 15,114 14,443 119,720 (8,592) 111,127

営 業 利 益 1,316 2,497 4,092 1,126 61 9,094 53 9,148

Ⅱ.資産、減価償却費
   及び資本的支出

     資産
     減価償却費
     資本的支出

60,064
2,422
1,384

42,474
1,181

725

82,255
2,347
4,246

41,121
1,418

778

11,120
24
16

237,037
7,395
7,151

73,913
(  7)
( 2)

310,950
7,388
7,148

前 中 間 期  

 樹 脂・
 化成品
 事  業

有機・無

機化学品

 事  業

機  能･
加工製品

 事  業

ｾﾒﾝﾄ・

建材事業

その他

 事 業
計
消去又は

全社

連  結

Ⅰ.売上高及び営業損益
(1) 外部顧客に対する

 売上高

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高

33,478

2,264

17,743

1,321

38,956

1,394

15,095

1,189

12,082

1,999

117,355

8,170 (8,170)

117,355

計 35,743 19,064 40,351 16,285 14,081 125,526 (8,170) 117,355

営 業 費 用 35,407 16,232 35,539 15,652 13,993 116,824 (8,214) 108,610

営 業 利 益 336 2,832 4,811 632 88 8,701 43 8,745

Ⅱ.資産、減価償却費 
 及び資本的支出

     資産
     減価償却費
     資本的支出

61,425
2,392
2,513

43,238
1,211

921

80,497
2,292
3,214

41,838
1,433
1,019

15,483
21
56

242,483
7,351
7,725

72,580
(  7)
( 26)

315,064
7,343
7,699

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類・性質の類似性を考慮して区分しております。

（事業区分の方法の変更）

事業区分の方法については、従来「機能製品事業」及び「医薬事業」として区分しており

ました各事業につきまして、グループ経営強化の観点から、各事業の業績実態と戦略をよ

り明確にするために、当中間連結会計期間より「有機・無機化学品事業」及び「機能・加

工製品事業」の区分に変更いたしました。また、従来「石油化学事業」と称していた事業

については、事業内容をより適切に表すため、「樹脂・化成品事業」に名称を変更いたし

ました。
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２．各事業区分の主要製品

事  業
区  分 売 上 区 分 主   要   製   品

樹脂・化成品事業 スチレン・ＡＢＳ

化成品

機能性樹脂

ＰＳ・ＡＢＳ樹脂、スチレンモノマー  他
酢酸、酢ビ  他
クリアレン、耐熱ＡＢＳ、透明樹脂  他

有機・無機化学品事業 肥料・無機製品

有機化学品

肥料、カーバイド、耐火物  他
クロロプレンゴム、アセチレンブラック  
他

機能・加工製品事業 樹脂加工製品

電子機能材

医薬品

電子包装材料、食品包装材料  他
溶融シリカ、電子回路基板、ファインセラ

ミックス  他
ワクチン、関節機能改善剤、診断薬  他

ｾﾒﾝﾄ・建材事業 セメント・特殊混和材 セメント、特殊混和材  他

その他事業 サービス・エンジニア

リング他

プラントエンジニアリング  他

３．前中間期及び当中間期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業

費用はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当中間期が７３,９１３百万円、
前中間期が７２,５８０百万円であり、その主なものは、親会社での金融資産（現金及び預金、
有価証券、投資有価証券）、管理部門に係る資産であります。

２．所在地別セグメント情報
      前中間期及び当中間期において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額
の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため記載を省略しました。

３．海外売上高                                                    （単位：百万円）
 

ア  ジ  ア そ  の  他 計

当中間期 Ⅰ．海外売上高

Ⅱ．連結売上高

Ⅲ．海外売上高の連結売上

    高に占める割合 (％)

１７,８２９

１４．８％

６,１６７

５．１％

２３,９９７

１２０,２７５

２０．０％

 
ア  ジ  ア そ  の  他 計

前中間期 Ⅰ．海外売上高

Ⅱ．連結売上高

Ⅲ．海外売上高の連結売上

    高に占める割合 (％)

１５,５７１

１３．３％

５,４５１

４．６％

２１,０２３

１１７,３５５

１７．９％

   （注）１．地域は地理的近接度により区分しております。
         ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

（１） アジア・・・中国、韓国、マレーシア、インドネシア、台湾、中近東  他
３． 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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